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Ⅰはじめに
中国は 20 世紀後半以降に政治的にも社会・経済
的にも，そして文化的にも大きく変化し，それらの
様相は土地利用の変化となって各地で具現化され
てきた。このような土地利用の著しい変化は大都市
圏の農村において顕著にみることができる（中国土
地利用図編纂委員会，1990； 呉・郭，1994）。北
京大都市圏の農村は上海大都市圏のそれとともに
典型的な地域変容の様相を呈している（呉，1985；
Institute of Geography, Chinese Academy of 
Science, 1990）。当然のことながら，大都市圏にお
ける農村の地域変容を理解するため，土地利用変化
の分析が従来から多く行われてきた(Sit, 1985)。一
般に，土地利用変化は地域の自然環境や社会・経済
環境など諸環境の変化を反映しており，その分析が
地域変化や環境変化の問題を究明する鍵となるば
かりでなく，地域を取り巻く諸相の将来予測につな
がることはいうまでもない(Kikuchi, 2002)。 
 
そこで，本研究は北京大都市圏における農村変容
を農業的土地利用変化から主に分析し，その特徴と
それらの変化をもたらすドライビングフォース
（Driving Force）を明らかにすることを第 1 の目
的とした。さらに，いくつかのドライビングフォー
スを踏まえて，農業的土地利用変化の時空間構造と
その存立基盤を検討することで，大都市圏における
農村変容の潜在的な可能性とそれに関連した観光
地化を議論することを第２の目的とした。本研究が
扱うドライビングフォースは，土地利用変化を引き
起こす内的・外的要因であり，直接的なもの（人口・
経済活動・政策・土地資源）と間接的なもの（社会
制度・技術進歩・価値観・生活様式・間接的政策）
に大別され，それらの総体的な組み合わせ，ないし
有機的結合体が土地利用変化の時空間構造の存立
基盤になっている(Meyer and Turner,1994)。その
ため，地域変容も農業的土地利用とドライビングフ
ォースとの相互関係から議論することができる。 
大都市圏における農村変容に関する従来の多く
の研究では，農業的土地利用の時間的変化を分析す
ることで議論が進められてきた。例えば，北京大都
市圏における農村変容の研究では(Kikuchi, et.al., 
2001)，地域変容に結びつくドライビングフォース
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図 1 北京市における郷鎮企業の郷別総生産額の分布
（1997 年）（北京市区役所・県役所資料、および聞き取り
調査により作成）
がいくつか明らかにされた。明らかにされたドライ
ビングフォースは，土地利用変化を引き起こす内
的・外的要因ないし動態的営力であり，直接的なも
の(人口増加・経済活動・政策・資源活用)と，間接
的なもの(社会制度・技術進歩・価値観・生活様式)
に大別された(Kikuchi, et.al., 1997)。 
さらに，Kikuchi, et.al.(2001)は，北京大都市圏
の農業的土地利用変化では，制度・政策，人口，都
市化，農業技術，資源活用がドライビングフォース
としてとりわけ重要であり，それらのドライビング
フォースがすべての時期に同じように作用すると
は限らないことも明らかにした。つまり，社会主義
経済以前の時期では資源活用と農業技術が中心と
なって，社会主義経済の時期ではそれらに制度・政
策が加わることで，さらに社会主義市場経済の時期
では人口増加や都市化が加わり，ドライビングフォ
ースの有機的な組み合わせが構築されてきた。この
ような有機的な組み合わせでは，１つのドライビン
グフォースの変化が全体に及び，さらに全体が組み
合わせの均衡を保つように変化するため，農業的土
地利用変化は緩やかで安定したものになる。 
 このように，北京大都市圏の農村変容では，土
地利用変化をもたらすドライビングフォースの組
み合わせから，社会主義経済以前の時期と社会主義
経済の時期，および社会主義市場経済の時期で異な
っている。本研究では，社会主義市場経済の時期以
降に注目し，市場経済が地域に浸透することで大都
市圏の農村がどうのように変容するのかを土地利
用変化から明らかにする。北京大都市圏の農村を大
別すると，市場経済のドライビングフォースとして
のインパクトに対して，農業生産に特化する農村と，
農業生産以外の経済活動に生計の活路を見出す農
村とがある。そのため，本研究はそれらを研究の対
象地域として取り上げ，それぞれの農村変容の在り
方を比較して，地域発展の可能性を議論する。ここ
では，農村変容を支える農業生産以外の経済活動と
して郷鎮企業と農村観光やレクリエーション活動
に注目した。それは，市場経済が発達し，農村住民
の雇用の場や所得向上の手段として郷鎮企業は不
可欠なためである（Sit, 1995）。また，経済発展は
都市住民の生活水準の向上をもたらし，それによっ
て都市住民の観光やレクリエーションに対する需
要が高まっているためであり（菊地・張，1996；
Wang,2000），観光空間やレクリエーション空間と
しての農村の役割が求められているためである(Sit, 
1995)。本研究においては，北京大都市圏は便宜上，
特別行政市である「北京市」の範囲として分析と議
論を行った。 

Ⅱ．北京市における農村地域の変化
北京市では，1980年代後半以降，社会主義市場経済
体制が確かなものになるにつれて，農村における農業
生産以外の経済活動が発達し，農家の兼業化を決定づ
けることになった。特に，大都市圏の農村における郷
鎮企業の立地は農家の兼業化を促進し，地域に多くの
経済利潤をもたらした。このような郷鎮企業の農村へ
の影響を北京市において理解するため，1997年におけ
る郷鎮企業の郷別総生産額を分布図に示した（図１）。
これによれば，郷鎮企業の総生産額が最高位ないし高
位に位置づけられる郷は北京市街地（城区）に隣接し
た豊台区・海淀区・朝陽区に集中しており，城区近郊
の通区・大興区・昌平区・順義区でも多く見られた。
郷鎮企業の総生産額が中位の郷は市街地の近郊外縁部
を中心に分布しているが，近郊外縁部の一部では最高
位や高位に位置づけられる郷も島状に分布していた。
一方，低位の郷は北京市の北部から西部にかけて目立
ち，その分布は近郊外縁部周辺の山地地域とほぼ一致
していた。概して，郷鎮企業の農村への影響は市街地
に隣接した近郊農村で高く，市街地から離れるにつれ
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図２ 郷鎮企業の総生産額と農業土地生産性からみた北京市の農村タイプ
（1997年）（北京市区役所・県役所資料、および聞き取り調査により作成）
て低くなる傾向にあった。
以上に述べた北京市における郷鎮企業の郷別の総生
産額を郷別の農業土地生産性と関連づけてみると，４
つの農村タイプが識別できる（図２）。つまり，郷鎮企
業の総生産額と農業土地生産がともに高いⅠ型，郷鎮
企業の総生産額が高く，農業土地生産性が低いⅡ型，
郷鎮企業総生産額が低く，農業土地生産性が高いⅢ型，
および郷鎮企業の総生産額と農業土地生産性がともに
低いⅣ型である。Ⅰ型は都市近郊から近郊外縁部にか
けての平野部に分布し，高い農業土地生産性を背景に
農業の機械化がいち早く行われ，その余剰労働力など
が郷鎮企業の労働力として利用されている。Ⅱ型は都
市近郊に分布し，都市化の進展によって農業生産基盤
が弱体化する反面，都市的な産業として郷鎮企業が多
く立地している。Ⅲ型は都市近郊外縁部を中心に分布
し，果樹生産などの商品生産の発達が郷鎮企業の進出
を遅らせてきた。一方，Ⅳ型は都市近郊の後背農村を
中心に分布し，都市から離れていることから郷鎮企業
の立地が少なく，山地の土地条件は有力な商業農業の
立地の障害となっている。そのため，多くの農業労働
力は都市域や大都市近郊の郷鎮企業の，あるいは食糧
基地の出稼ぎに向けられ，それらの農外就業が主要な
現金収入源となっている。
全体的には，北京市における農村は，郷鎮企業と農
業を両立させている地域と，郷鎮企業を重視する地域，
商業農業を重視する地域，そして郷鎮企業も農業も期
待できない地域に大別でき，それらの農村地域の分布
は北京市の城区（市街地）からの距離や土地条件を強
く反映していた。以下では，郷鎮企業の立地と農業土
地生産性の関連から北京市における２つの農村を事例
として取り上げて，農村変容の特徴を土地利用変化か
ら具体的に検討する。ここで事例とした農村はⅠ型の
昌平区魯瞳村（近郊農村）とⅣ型の房山区黄山店村（近
郊外縁部周辺農村）である。Ⅰ型とⅣ型の農村は北京
市においても比較的広く分布し，農村変容の典型的な
様相を示している。
Ⅲ．郷鎮企業が立地する昌平区魯瞳村の変化
 昌平区魯瞳村は北京市城区（市街地）から北約 25km
に位置する近郊農村であり，肥沃な沖積土壌を基盤に
して穀物生産を中心とした農業が社会主義経済以前の
時期から行われてきた。そのため，魯瞳村は従来から
北京市の人口を支える食糧庫として位置づけられ，そ
の穀物生産は地域の農村経済を支えるだけでなく，中
国の食糧政策を計画的に安定して進めるためにも重要
な役割を担っていた。しかし，郷鎮企業が改革開放政
策の象徴として 1980年代始めに立地すると，魯瞳村に
おける農業生産と農家の日常生活は大きく変化した。
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最初に立地した郷鎮企業は縫製工場と印刷工場であり，
前者は農村の余剰労働力であった女性を，後者は退役
軍人を活用して操業を開始した。村は農業労働と工場
労働で得た収入を一括管理し，それを労働者に均等配
分した。1980年代後半になると，郷鎮企業の発達によ
り，紙箱工場や第二縫製工場が立地し，農業労働によ
る収入と工場労働による収入が分割して管理されるよ
うになり，賃金も農業労働と工場労働で別個にそれぞ
れの労働者に支払われるようになった。
郷鎮企業による賃金が農業労働による賃金を上回る
ようになると，農業労働力が工場労働に移行する傾向
を強くするようになり，農業労働力の不足が顕在化す
るようになってきた。しかし結果的には，魯瞳村にお
ける農業的土地利用は社会主義経済の時期とほぼ変わ
らないパターンで維持されてきた。実際，1996 年 8月
の土地利用を示した図３によれば，塊村形態の集落に
隣接して多くの郷鎮企業が立地しているが，その周辺
の農業的土地利用は農業労働力の減少にもかかわらず
維持されている。このような農業と郷鎮企業が両立す
る背景には，魯瞳村の北京市の食糧庫（食糧生産基地）
としての役割があり，政策的・ノルマ的に食糧生産を
続けなければならないという事情があった。具体的に
は，北京市の近郊農村における食糧生産基地の多くは
農業政策のなかで割当制度に基づいて食糧生産責任田
に指定されている。この責任田は食糧生産を継続し，
食糧作物以外の作付けが禁止されている。魯瞳村は農
地が食糧生産責任田に指定されたため，工場労働で不
足した農業労働力を北京市周辺や地方からの出稼ぎ労
働者で補完し，食糧生産を続けている。例えば，1995
年の魯瞳村において農業従事者は 97 人であったが，そ
のうちの数人の監督者を除けば，すべて出稼ぎ労働者
であった。つまり，近郊農村における農業的土地利用
の維持では，食糧政策が重要なドライビングフォース
となっている。そのため，近郊農村の主な機能が農業
から工業に移行しつつあるにもかかわらず，農村景観
は確実に維持されている。
 図３の土地利用図によれば，農地の土地区画が 3ha
前後の長方形のパターンに整備され，それらが整然と
配列されている。このような圃場基盤整備は社会主義
市場経済の時期以降の農業労働力の不足に対応して，
農業機械を導入したことを契機にして行われた。圃場
の基盤整備と農業機械の導入は農業生産の効率化をも
たらし，土地と労働の生産性の飛躍的な上昇にもつな
がった。しかし，農業機械の導入は農作業の省力化を
決定づけることにもなり，農業から郷鎮企業への労働
力の移動が以前よりも著しいものとなった。そのため，
地域における就業と雇用の場としての郷鎮企業が増加
することになり，農業労働力不足の根本的な解決は地
方からの出稼ぎ労働者の就農によって図られるように
なった。出稼ぎ労働者による請負耕作が大都市圏近郊
の食糧生産基地で一般的になると，農業的土地利用も
農作業しやすく失敗の少ない秋冬作の小麦と春夏作の
トウモロコシに単純化するようになった。小麦とトウ
モロコシが連作されるようになったのは，基本的には
農業政策の奨励を契機としていた。加えて，トウモロ
コシが栽培しやすいことや，単位土地面積当たりの収
穫量と収益性が高いこと，そして養豚業の飼料として
小麦よりも市場で高く販売できることなども，小麦と
の連作を定着させる大きな要因になった。
図３ 1996 年 8 月における北京市昌平区魯瞳村の土地
利用（現地調査により作成）
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 しかし，大都市近郊農村における農地への負荷は小
麦とトウモロコシの連作の発展によって高まった。魯
瞳村における農業生産費の推移を示した図４によれば，
農業生産費は 1974年には 14万元であったが，1988年
には 55 万元と約４倍に増大し，1995 年には 191 万元
に急増した。これは，物価の上昇もあったが，肥料代・
種子代・電気代が増大したためであった。特に，土地
の肥沃度を維持し，土地生産性を高めるために，大量
の化学肥料が投入されるようになり，その使用量は
1974 年の１ムー（6.67a）当たり 2.5kg から 1989 年の
30kg に増えた。このような化学肥料の投入は農業生産
費の増加を確実に決定づけた。また，高い収穫量を安
定して得るために，ハイブリッドのトウモロコシの種
子が毎年用いられるようになった。ハイブリッドの種
子は自家更新できず，毎年購入しなければならないた
め，種子代も農業生産費において大きな割合を占める
ようになった。
 以上に述べてきたように，魯瞳村の住民の多くは村
内の郷鎮企業に就業し，5 人程度の村内の農業就業者
と 20人から 30人の出稼ぎ労働者が農業機械や化学肥
料，あるいはハイブリッド種子を用いて大都市近郊に
おける食糧生産を維持している。農業における請負耕
作と機械化，および化学化は食糧生産からの解放と省
力化，そして生産性の増大をもたらすとともに，非農
業部門への労働力の移動を促進させた。1998年におけ
る一世帯当たりの年収は約5,000元と1980年代当初の
10 倍以上に上昇し，多くの世帯はテレビ・ビデオや冷
蔵庫などの電化製品を買いそろえ，住宅を増改築して，
都市的な生活を十分に享受するようになった。そのた
め，魯瞳村では農村的な景観が維持されているが，朝
に郷鎮企業に出勤して夕方に帰宅するという生活行動
を含めて，都市的な生活が一般に普及している。そし
て，このような都市的な生活の質をさらに高めるため
に現金収入が必要となり，より収入の高い職を求めて，
村外のより大規模な郷鎮企業や外資系企業の農外就業
に従事する住民も多くなりつつある。このように，大
都市近郊における都市的な生活の質が向上することに
より，近郊農村の住民のレクリエーションや余暇に対
する需要が高まり，それらの空間として近隣の近郊外
縁部周辺農村が近郊農村の住民によって注目されるよ
うになった。
Ⅳ．人口が流出する房山区黄山店村の変化
 房山区黄山店村は北京市の中心部より約 65km 南西
の山地地域に位置する近郊外縁部周辺農村である。こ
の村は「山多地小（山地が多く，耕地が少ない）」とい
う言葉で特徴づけられ，標高約 300ｍの渓流沿いの段
丘面に立地している。1978 年 8月の黄山店村における
土地利用を示した図５によれば，集落は谷の両側に細
長く立地し，耕地は集落外側の斜面に造成した階段耕
地と集落周辺の段丘面に分布している。黄山店の農地
は全体で約 700 ムー（47ha）と小規模であり，土壌の
栄養成分が少ないため，作物栽培に適しているといえ
ない。また，この村の年平均気温は 8～10℃と低く，
無霜期も平野部に比べて約 160 日と短く，それらの気
候条件も作物栽培の障害にもなっている。耕地では，
食糧生産政策の割当（ノルマ）制度に対応して，小麦
とトウモロコシが主に栽培されていたが，それらの収
穫量は自然条件の制約から低かった。また，林地が少
ないことも土地利用の特徴の１つである。これは，社
図４ 北京市昌平区魯瞳村における農業生産費の推移（郷役所資料と聞き取り調査により作成）
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会主義経済の時期の食糧増産の政策に呼応して，農地
造成が一部の薪炭林を残して行われたためであった。
その結果，林地は伐採され，山地斜面の多くは農地と
して造成された。
 黄山店村における 1998 年 8 月の土地利用になると
（図６），土地利用の様相は 1978 年のものから大きく
変化した。それは，不耕作地と林地の拡大，および小
麦栽培の縮小で特徴づけることができる。不耕作地と
林地の拡大は大都市近郊外縁部ないしはその周辺の農
村において生産性の比較的低い土地を中心にみられ，
それらの土地の多くは人民公社が食糧増産政策に基づ
いて開墾したものであった。従来，開墾された土地は
社会主義経済の時期の食糧生産政策の割当制度に従っ
て強制的に無理して利用されてきたが，そこでの作物
生産は種子代や肥料代などの生産費に見合うものでな
かった。そのため，食糧生産の割当制度が緩和される
と，作物栽培が放棄されたり，農地から薪炭用の雑木
林に戻したりした。全体的にみて，小麦の作付けが減
少し，トウモロコシの作付けが拡大したのは，食糧生
産の割当制度が緩和されたことを契機にしているが，
農業労働力の減少によって小麦とトウモロコシを連作
する二毛作が困難になったことが大きな原因であった。
トウモロコシは栽培しやすく，黄山店村の土地条件に
比較的適しているため，その収量も概ね高く，農家に
安定した収入をもたらした。
他方，1998 年 8月の土地利用では，新たな農業的土
地利用の拡大も目立っていた。１つは日照条件に恵ま
れた山地斜面を利用して，果樹園が拡大したことであ
る。これは，大都市近郊外縁部周辺において食糧生産
の割当制度が緩和され，新たな商品作物の導入が可能
になったためである。黄山店村では新たな商品生産が
模索され，単位面積当たりの収益性が高いことや，直
売所経営や観光農園への活用を見込んで，果樹栽培が
導入された。しかし，果樹栽培では市場までの距離や
規模拡大の可能性が問題となり，商品生産としての発
展は十分に達成されずにいる。もう１つの新たな農業
的土地利用の拡大は，多種多様な作物の栽培地による
ものである。この村では，条件が不利な農地でも食糧
生産の割当として小麦やトウモロコシが栽培されてき
たが，食糧生産の割当制度が緩和されると，日照条件
や土地条件が良くない耕地ではコウリャンやイモ類，
あるいは豆類や栗の栽培が目立つようになった。この
ように，多種多様な作物が少しずつ生産されるように
なったことは，危険分散を考慮した小農的複合経営の
特徴を示しているが，地域の農業が自給的な性格を強
図５ 1978 年 8 月における北京市房山区黄山店村の土
地利用（現地調査と聞き取り調査により作成）
図６ 1998 年 8 月における北京市房山区黄山店村の土
地利用（現地調査により作成）
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くしてきたことも示唆していた。
以上に述べた黄山店村の土地利用変化は，農業労働
力の減少を主要なドライビングフォースにしていた。
改革解放後，村の農家数は農家の一人っ子が結婚して
分家したために 280 戸と改革解放前の 1.5 倍に増加し
たが，人口は約 1,000 前後と改革解放前の 3 分の 2 に
減少してしまった。これは，地域の農業が有力な商品
生産として機能しなかったことと，郷鎮企業が都市域
から離れているために立地しなかったことに起因して
いた。実際，山地の土地条件や気候条件は大規模な穀
物生産や高収益の野菜生産に適しておらず，黄山店村
の農民は食糧生産の割当制度が緩和された後の有力な
商品生産を見いだせずに葛藤することになった。その
結果，多くの収入を得ようとする農民は現金収入を獲
得するために村外に就業機会を求めるようになり，離
農離村の現象が顕在化するようになった。このような
離農離村の現象は農村人口の減少をもたらすだけでな
く，都市的産業に関する就業機会の情報を村にもたら
すことになった。離農離村に至らなかった農家も，地
域の農業から多くの現金収入を得る期待が少ないと判
断するようになり，家族のなかで働き盛りの壮年層の
男子が都市域や他地域の郷鎮企業などの農外就業に従
事するようになった。
 黄山店村の事例農家の兼業先を示した図７によれば，
多くの農民が房山と周口店に働きにでていることがわ
かる。房山は北京市街地の衛星都市として発展が著し
く，その近郊の周口店を含めて，土木建築業や工場労
働の求人が顕著であった。そのような求人需要の増加
と相まって，黄山店村は房山と周口店に通勤可能な距
離にあったため，農家の兼業が深化するようになった。
また，黄山店村における兼業先の半分は北京市の市街
地やその近郊に向けられていた。それらの場所は黄山
店村から通勤することができないため，農民は出稼ぎ
労働者として都市的産業や近郊農村の農作業に従事し
た。黄山店村における通勤兼業や出稼ぎ兼業はより多
くの現金収入を得る目的で行われたが，その背景には
地域における有力な商品生産の欠如と都市－農村の生
活格差があった。特に，都市－農村の格差は重要であ
り，黄山店村の人々の潜在意識として農村戸籍から都
市戸籍に変わりたいという願望があった。それは，農
村の人々が都市の豊かな物資や生活環境，および福祉
などに憧れをもっていたためであった。
黄山店村の人々の生活水準向上に対する願望が現金
収入を得ることで満たされることがわかると，都市戸
籍を得ることよりも兼業を行うことが実質的に求めら
れるようになった。農家のほとんどは兼業を行うこと
で現金収入を十分に得ることができるようになり，カ
ラーテレビ・冷蔵庫・エアコンディショナ ・ービデオ・
ステレオなどの電化製品を買いそろえた。人民公社時
代には農家が自転車・ミシン・ラジオなどを所有する
ことは人々の羨望の的であったが，現在ではどの農家
も兼業による現金収入によって都市と同様の物質生活
をあたりまえのように享受することができるようにな
った。その他，現金収入の増加は住宅の増改築や新築
に充てられるともに，子弟の教育資金にも充てられる
ようになった。農外就業から多くの現金収入が日当や
月給の形で簡単に得られるようになると，農業に対す
る意欲は低下し，定期的な現金収入の魅力はますます
農外兼業を促進させることになった。
例えば，黄山店村の典型的な農家は夫婦と子供の３
人家族，ないし夫婦に子供と老人を加えた４人家族で
ある。一般に，夫は房山で臨時的雇用労働に従事する
ため，バイクで房山に出勤し，朝８時から午後５時ま
で働いていた。妻は主に家事を行いながら，その合間
に自宅周辺の農地の農作業に従事した。自宅から離れ
た農地の管理は３日に１度の割合で行われ，それは妻
図７ 北京市房山区黄山店村の事例農家における農外
就業先（1998年）（聞き取り調査により作成）
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や高齢者の担当であった。週末には，夫も農作業を行
うが，それは毎週というわけではなかった。夫が集中
して農作業に従事するのは，トウモロコシなどの収穫
時期であり，収穫作業は２日間程度で終わってしまう。
このように，農業生産に対する意欲が低下し，単位面
積当たりの労働投入量が粗放的になってきたのは，市
場経済の浸透と兼業化の影響を直接反映したものであ
った。一方，大都市近郊外縁部周辺が余暇空間やレク
リエーション空間として見直されるようになり，それ
らと結びついた農村観光も発達するようになった。
Ⅴ．北京市近郊農村における観光地化の可能性
－むすびにかえて－
 北京大都市圏（北京市）においては，食糧生産基地
として機能している農村と兼業を深化させる農村とに
両極分化する傾向にあり，いずれにしても所得水準の
向上が重要な目的となっている。また，両者の分解機
軸は食糧生産の割り当て制度であり，農業生産性の高
い農村は食糧生産基地として割当制度は緩和されず，
郷鎮企業による収益と併用することで，農村経済を豊
かなものにしてきた。他方，兼業の深化は市街地に隣
接した農村と近郊外縁の農村でみられたが，前者は在
宅通勤による兼業や郷鎮企業立地による兼業，および
都市的都市利用の拡大により，農村経済は都市的産業
に多くを依存するようになっている。他方，後者は出
稼ぎ兼業により現金収入をえ得るため，「山多地小」に
おける農業の小農的複合経営と相まって，農村経済は
不安定であった。しかし，北京市における都市住民の
所得の増加と生活水準の向上は，2000 年以降，大都市
近郊外縁部周辺に余暇空間やレクリエーション空間を
創出する契機となった。
 全体的には，黄山店村のような「山多地小」の環境
が余暇空間やレクリエーション空間として重要な役割
をもつことになった。離農離村によって空き家となっ
た農家を利用した宿泊施設や観光施設への改築，農家
民宿や農業体験プログラムの構築，さらに小農的複合
経営の作物生産を活用した農産物直売所や農家レスト
ランの立地など，農村の環境と生活を商品化した取り
組みが大都市近郊外縁部周辺農村に多くみられるよう
になった。これは，「山多地小」の環境と在宅通勤兼業
が困難な就業を逆手にとって，農村が観光地化を進め
てきた結果でもある。したがって，北京大都市圏の近
郊外縁部周辺農村は社会主義市場経済の成熟と都市住
民の生活水準の向上を基盤として，条件不利地域の農
村環境や農村生活を資源として活用することで観光地
化の潜在的可能性を高めてきたといえる。
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